
介護保険サービス事業者運営指導 主な指摘事項 

〔通所介護、地域密着型通所介護、（介護予防）認知症対応型通所介護、通所型サービス〕 

 

１．人員に関する基準 

項目 事業所の状況 指導内容 

管理者 ①管理者の勤務実態が確

認できなかった。 

 

①タイムカードや IC カードなどの客観

的な記録を用いて、常勤配置がわかるよ

うにしてください。管理者が法人の役員

の場合も同様にしてください。 

従業員の員数 ①生活相談員をサービス

提供日ごとにサービス提

供時間数に応じた配置を

していなかった。 

②生活相談員が配置され

ていない日があった。 

 

③生活相談員、看護職員

または介護職員のうち 1

人以上を常勤で配置して

いなかった。 

①②事業所ごとに、専従の生活相談員が

次の計算式を満たすように配置してくだ

さい。 

サービス提供日ごとに確保すべき勤務延

時間≧サービスを提供している時間数 

 

③生活相談員、看護職員又は介護職員の

うち１人以上を常勤で配置してくださ

い。 

勤務体制の確保 ①月ごとに作成する勤務

表で、従業者の日々の勤

務時間や常勤・非常勤の

別が明らかでなかった。 

（専従の従業者の配置、

兼務関係が明確になって

いなかった。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②研修を実施又は参加し

た記録や資料がなかっ

た。（研修を実施又は参

①原則として、月ごとの勤務表（予定

表・実績表それぞれ）を作成し、従業者

の日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、

専従の従業者の配置、兼務関係など明確

にしてください。 

兼務している場合は、それぞれの職種

ごとに勤務状況を記載してください。 

また、サービス付き高齢者向け住宅等

に併設している事業所で、当該事業所の

従業者がサービス付高齢者向け住宅等の

従業者を兼務している場合は、それぞれ

の勤務状況を分けて記載してください。 

併設するサービス付き高齢者向け住宅

等の勤務は基準上兼務することが認めら

れていないため、勤務時間を明確に分け

た上で、基準配置を満たしているか確認

してください。 

②従業者の資質向上のために、研修の機

会を確保し、実施したことがわかるよう

に記録を残してください。 



加していなかった。運営

規程で定めた内容・回数

の研修を実施していなか

った。） 

③ハラスメント防止のた

めの方針の明確化及び相

談体制の整備等の必要な

措置を講じていなかっ

た。 

 

 

 

 

③事業者は、職場におけるハラスメント

（セクシュアルハラスメント（上司や同

僚に限らず、入所者（利用者）やその家

族等から受けるものも含む。）やパワー

ハラスメント）の防止のための雇用管理

上の措置を講じてください。 

※ 介護現場では特に、利用者又はその

家族等からのカスタマーハラスメントの

防止が求められています。 

 

２．運営に関する基準 

項目 事業所の状況 指導内容 

運営規程 ①運営規程に規定する項

目が不足していた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②運営規程で定めている

内容と重要事項説明書に

記載されている内容が一

致しなかった。 

条例（指定基準）でサービス種類別に

運営規程に盛り込む項目が規定されて

いるので、漏れのないように定めてく

ださい。また、解釈通知の留意点も参

考にしてください。 

・事業の目的及び運営の方針 

・職員の職種、員数および職務内容 

・営業日および営業時間 

・通所介護の提供方法、内容および利用

料その他の費用の額 

・通常の事業の実施地域 

・サービスの提供に当たっての留意事

項 

・緊急時等における対応方法 

・非常災害対策 

・虐待の防止のための措置に関する事

項 

・その他運営に関する重要事項 

 

※通常の事業の実施地域を超えた場合

の交通費の額については、「１km〇〇

円」など、実費相当額となるよう具体

的に規定してください。また、実施地

域が広い事業者は、記載地域に過不足



項目 事業所の状況 指導内容 

ないよう確認してください。 

②それぞれの記載内容が一致するよう

に整合性を図ってください。変更した

年月日、内容を運営規程の附則に記載

することで、事後に確認しやすくなり

ます。 

重要事項説明書 ①重要事項説明書に規定

する項目が不足してい

た。 

 

 

 

②運営規程に規定してい

い費用を重要事項説明書

に記載していた。 

 

③掲示していなかった。 

④事務室内に掲示してい

た。 

⑤掲示の内容が古かっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥掲示している重要事項

等に、市区町村の苦情相

談窓口が入っていなかっ

た。 

 

 

 

①平11老企第25号で例示されている

項目（運営規程の概要、通所介護従業

者の勤務体制、事故発生時の対応、苦

情処理の体制、第三者評価の実施状況

等）については漏れなく記載してくだ

さい。 

②利用者から徴収する費用について

は、運営規程で個別かつ具体的に規定

してください。 

 

③～⑤運営規程の概要や従業者の勤務

体制、その他の利用者のサービスの選

択に資すると認められる重要事項は、

最新のものを相談室や玄関など、利用

者等が見やすい場所に掲示してくださ

い。（高く離れたところに掲示すること

は不適切） 

なお、重要事項を記載したファイル

等を介護サービスの利用申込者、利用

者又はその家族等が自由に閲覧可能な

形で事 

業所内に備え付けることで掲示に代

えることができます。 

⑥掲示には、苦情相談窓口も記載して

ください。 

市区町村の苦情相談窓口は、運営規程

で定める通常の事業の実施地域の市区

町村（政令指定都市は該当する区ご

と）すべての介護保険担当課名・電話

番号を記載してください。 

個別サービス計画 ①居宅サービス計画に沿

って個別サービス計画書

を作成していなかった。 

①居宅サービス計画が作成されている

場合には、その内容に沿って個別サー

ビス計画書を作成してください。 



項目 事業所の状況 指導内容 

②計画を作成又は変更す

る時にアセスメントを実

施していなかった。 

 

 

 

 

③モニタリングを実施し

ていなかった。 

 

 

 

 

 

④サービス提供前に利用

者等に計画を説明し、同

意を得ていなかった。 

 

 

⑤介護予防通所介護につ

いて利用者の状態、サー

ビスの提供状況等を１月

に１回以上介護予防支援

事業者に報告していなか

った。 

②通所介護計画の作成又は変更に当た

っては、利用者の状況の把握・分析を

通じ、解決すべき問題状況を明らかに

する（アセスメント）必要がありま

す。実施した際には、実施日、内容等

を記録してください。 

 

③それぞれの利用者について、通所介

護計画に従ったサービスの実施状況及

び目標の達成状況を記録してくださ

い。また、計画期間終了までに少なく

とも 1回はモニタリングを実施し、必

要に応じて計画を見直してください。 

 

④作成した通所介護計画の内容をサー

ビス提供前に利用者及び利用者家族に

説明し、同意を得てください。 

 

 

⑤介護予防通所介護について、利用者

の状態、サービスの提供状況等を１月

に１回以上介護予防支援事業者に報告

してください。 

 

サービス提供の記

録 

提供した具体的なサービ

ス内容の記録が不足して

いた。 

サービスを提供した際には、提供日、

提供した具体的なサービス内容、利用

者の心身の状況その他必要な事項を書

面（サービス提供記録、業務日誌等）

に記録してください。 

 

その他の日常生活

費の利用者負担 

日常生活費の内訳が明ら

かにされておらず、利用

者から一律に徴収されて

いた。 

選択の余地がなく、すべての利用者か

ら画一的に徴収することは認められて

いません。 

【参考】「通所介護等における日常生活

に要する費用の取扱いについて」厚労

省通知（平成 12年 3月 30日老企第

54号） 

 



項目 事業所の状況 指導内容 

領収証への医療費

控除対象額等の記

載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療費控除の対象となる

利用者に交付する領収書

に「医療費控除対象」と

「居宅介護支援事業者等

の名称」を記載していな

かった。 

 対象となる利用者に交付する領収書

には、「医療費控除対象」と「居宅介護

支援事業者等の名称」を記載してくだ

さい。 

※医療費控除の対象者は居宅サービ

ス、介護予防サービスの利用者全員で

はないので注意してください。 

 

※ 医療費控除の対象者、医療費控除の対象額 

１ 次の①又は②の利用者（①、②とも介護予防サービスを含む） 

  ①医療系サービス（訪問看護、訪問リハ、居宅療養管理指導、 

通リハ、短期入所療養介護 等） 

  ② ①の医療系サービスと併せて、訪問介護（生活援助中心型 

を除く）、訪問入浴介護、通所介護、短期入所生活介護を利 

用する場合 

【医療費控除対象額：介護保険対象分の自己負担額】 

２ 次の①又は②において、介護福祉士等による喀痰吸引等が行われ

た場合（①、②とも介護予防サービスを含む） 

  ① 医療系サービスと併せて利用しない訪問介護（生活援助中心

型を除く）、訪問入浴介護、通所介護、短期入所生活介護を利

用する場合 

  ②生活援助中心型の訪問介護を利用する場合 

【医療費控除対象額：介護保険対象分の自己負担額の10％】 

【参考】「介護保険制度下での居宅サービス等の対価に係る医療費控

除等の取扱いについて」厚生労働省事務連絡（平成 28年 10 月 3

日） 

事故発生時の対応 事業所でのサービス提供

によって発生した事故に

ついて、市町村に事故報

告を行っていなかった。 

サービスの提供によって事故が発生し

た場合には、市町村、利用者の家族、

居宅介護支援事業者等に対して連絡を

行うとともに、必要な措置を講じてく

ださい。 

また、事故の状況やその措置等は必ず

記録してください。 

業務継続計画の策

定等 

業務継続計画を策定して

いなかった。 

通所介護事業者は、感染症や非常災害

の発生時において、利用者に対するサ

ービスの提供を継続的に実施するため

の、及び非常時の体制で早期の業務再

開を図るための計画（業務継続計画）

を策定し、次の必要な措置を講じてく

ださい。 



項目 事業所の状況 指導内容 

１ 計画について周知するとともに、必

要な研修及び訓練を定期的に実施する

こと 

２定期的に業務継続計画の見直しを行

い、必要に応じて業務継続計画の変更

をすること 

※未策定の場合は、令和７年４月より

業務継続計画未策定減算が適用されま

す。 

非常災害対策 ①避難訓練を実施してい

なかった。 

 

 

②非常災害に対する具体

的な計画が作成されてい

なかった。 

①消火訓練及び避難訓練は定期的（従

業者と利用者の合計が30人以上の場

合、年2回以上）に実施してくださ

い。 

②火災や地震などの災害の発生に備

え、緊急時の対応の具体的内容及び手

順、職員の役割分担、避難訓練計画等

を定めた計画を作成してください。 

衛生管理 感染症の予防及びまん延

防止のための必要な措置

が実施されていなかっ

た。 

 

通所介護事業者は、事業所において感染

症が発生し、又はまん延しないように、

次の措置を講じてください。 

１ 感染症の予防及びまん延の防止のた

めの対策を検討する委員会を定期的（お

おむね６月に１回）に開催し、その結果

について職員周知すること 

２ 感染症の予防及びまん延の防止のた

めの指針を整備すること 

３ 感染症の予防及びまん延の防止のた

めの研修及び訓練を定期的（年１回以

上）に実施すること 

虐待の防止 虐待の発生又はその再発

を防止するための措置が

実施されていなかった。 

通所介護事業者は、虐待の発生又はそ

の再発を防止するため、次の措置を講

じてください。 

１ 虐待の防止のための対策を検討する

委員会を定期的に開催するとともに、

その結果について、周知徹底を図るこ

と 

２ 虐待の防止のための指針を整備する

こと 

３ 虐待の防止のための研修を定期的



 

３．介護給付費の算定及び取扱い 

項目 事業所の状況 指導内容 

事業所規模の区

分 

（通所介護の

み） 

事業所区分の計算をして

いなかった。 

通所介護費は、事業所の規模と利用者の

要介護区分、サービスの提供時間に応じ

て事業所区分が決まります。 

事業所区分の計算結果は事業所規模を

判定する根拠となるので、保存してくだ

さい。 

送迎未実施減算 

（通所型サービ

ス除く） 

①送迎記録はあるが、報酬

算定時に確認していなかっ

た。 

②送迎記録がなかった。 

①報酬算定時には、送迎記録で家族送迎

等がないか確認のうえ、請求してくださ

い。 

②送迎記録は実際に送迎実施している証

明になるので、適切に記録してくださ

い。 

入浴介助加算 

（通所型サービ

ス除く） 

①入浴計画の作成や個別

サービス計画上に入浴介

助の位置付けがなかっ

た。 

②個別入浴計画を多職種

①入浴介助加算を算定する場合は、入浴

計画を作成するか、個別サービス計画上

に入浴介助を位置づけてください。 

 

②事業所の機能訓練指導員、看護職員、

項目 事業所の状況 指導内容 

（年１回以上及び新規採用時）に実施

すること 

４ 虐待の防止に関する措置を適切に実

施するための担当者を置くこと 

※未策定の場合は、高齢者虐待防止措置

未実施、減算が適用されます。 

秘密保持 従業者の秘密保持につい

て、必要な措置が実施され

ていなかった。 

従業者が、退職後も含めて、正当な理由

がなく、その業務上知り得た利用者又は

その家族の秘密を漏らすことがないよ

う誓約書を徴取するなどしてください。 

運営推進会議 

（地域密着型通所

介護、認知症対応

型通所介護） 

①運営推進会議を開催し

ていなかった。 

 

 

②会議内容を公表してい

なかった。 

①運営推進会議は地域密着型サービス

事業所が自ら設置することで義務付け

られたもので、おおむね６月に１回（年

２回以上）開催してください。 

②会議の内容は、議事録を作成し、ホー

ムページへの掲載や事業所の入口への

掲示等により公表してください。 



共同で作成しているか確

認できなかった。 

 

 

 

 

③算定根拠の記録が複数

あり、入浴の実施回数が

一致しなかった。 

介護職員、生活相談員その他の職種の者

が共同して、利用者の居宅を訪問した医

師等との連携の下で、利用者の身体の状

況、訪問により把握した居宅の浴室の環

境等を踏まえて個別の入浴計画を作成し

てください。 

③②記録方法を整備し、適切に記録して

ください。 

中重度者ケア体

制加算 

（通所介護、地

域密着型通所介

護） 

①サービス提供時間帯を

通じて配置されるべき看

護職員について配置され

ていることが確認できな

かった。 

②管理者が看護職員を兼

務していた。 

①サービス提供時間帯を通じて配置され

るべき看護職員について、他職種との兼

務関係を明らかにした上で確保されてい

ることがわかるよう適切に記録してくだ

さい。 

②サービスを行う時間帯を通じて専ら当

該サービスの提供に当たる看護職員を 1

名以上配置してください。 

なお、当該加算の提供に当たる看護職員

は、他の職務（管理者含む）との兼務は

認められません。 

個別機能訓練加

算 

①専ら機能訓練指導員の

職務に従事する理学療法

士等を配置していなかっ

た。 

②個別指導訓練計画を多

職種共同で作成している

か確認できなかった。 

 

 

 

③個別機能訓練の実施状

況について確認できなか

った。 

 

④機能訓練指導員等が利

用者の居宅を訪問し、ニ

ーズを把握するとともに

居宅での生活状況を把握

していなかった。 

 

①専ら機能訓練指導員の職務に従事する

理学療法士等を１人以上配置してくださ

い。 

 

②居宅訪問等で把握した利用者のニー

ズ・日常生活や社会生活等における役割

及び心身の状況に応じ、個別機能訓練指

導員等が多職種協働で個別機能訓練計画

を作成したことが分かるように記録して

ください。 

③個別機能訓練ついては適切に記録し、

個別機能訓練の効果等をふまえた個別機

能訓練の目標の見直しや訓練項目の変更

を行ってください。 

④開始前及び３月ごとに１回以上、利用

者の居宅を訪問し、利用者の居宅での生

活状況（起居動作、ＡＤＬ、ＩＡＤＬ等

の状況）を確認してください。また、利

用者又はその家族に対して個別機能訓練

の実施状況や個別機能訓練の効果等につ



 

⑤訓練目標を踏まえた訓

練項目を設定していなか

った。 

いて説明し、記録してください。 

⑤個別機能訓練計画の作成にあたって

は、訓練目標を踏まえた訓練項目を設定

してください。 

生活機能向上連

携加算 

①連携している医療提携

施設の理学療法士等が、

３月に１回以上事業所に

訪問しているか確認がで

きなかった。【生活機能向

上連携加算Ⅱのみ】 

②連携している医療提携

施設の理学療法士等と事

業所の機能訓練指導員

が、共同で個別機能訓練

計画の進歩状況等を評価

しているか確認できなか

った。 

①３月に１回訪問したことがわかるよう

に記録を残してください。 

 

 

 

 

②各月における評価の内容や目標状況に

ついては、機能訓練指導員が、利用者又は

その家族と利用者と理学療法士等に報告・

相談し、必要に応じて利用者又はその家族

の意向を確認し、理学療法士等から必要な

助言を得た上で、改善状況を踏まえた目標

の見直しや訓練内容の変更など適切な対

応が必要になります。 

理学療法士等からの助言内容等を記録す

る等、共同で個別機能訓練計画の進歩状況

等を評価していることがわかるよう示し

てください。 

口腔機能向上加

算 

①利用者が、厚生労働大

臣が定める基準に適合し

ているか確認できなかっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

②言語聴覚士、歯科衛生

士、看護職員、介護職員、

生活相談員その他の職種の

者が共同して、利用者ごと

の口腔機能改善管理指導計

画を作成していなかった。 

①加算を算定できる利用者は、次のイか

らハまでのいずれかに該当し、口腔機能

サービスの提供が必要と認められる者で

す。 

イ.認定調査票における嚥下、食事摂取、

口腔清潔の３項目のいずれかの項目にお

いて「１」以外に該当する者」 

ロ.基本チェックリストの口腔機能に関連

する(13)(14)(15)の 3項目のうち、2

項目以上が「1」に該当する者 

ハ.その他口腔機能の低下している者又は

そのおそれのある者 

②利用開始時に、アセスメントを行い、

言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護

職員、生活相談員その他の職種の者が共同

して、口腔機能改善管理指導計画を作成し

てください。 

 



③口腔機能の状態の評価結

果について、介護支援専門

員等に情報を提供していな

かった。 

③利用者の口腔機能の状態に応じて、定

期的に、利用者の生活機能の状況を検討

し、おおむね 3月ごとに口腔機能の状態

の評価を行い、その結果について、当該

利用者を担当する介護支援専門員や主治

の医師、主治の歯科医師に対して、情報

を提供し、記録してください。 

介護職員等処遇

改善加算 

 

 

介護職員等処遇改善計画

書等をすべての職員に周

知していなかった。 

すべての職員に以下の内容を周知してく

ださい。 

・処遇改善に係る計画書 

・任用の際における職位、職責又は職務

内容等に応じた任用等の要件（介護職

員の賃金に関するものを含む） 

・資質の向上の支援に関する計画 

・介護職員の経験や資格等に応じて昇給

する仕組み又は定期昇給の仕組み 

・計画の期間中に実施する処遇改善の内

容（賃金改善に関するものを除く） 

 

令和７年度の介護職員等処遇改善加算の内容については、「介護職員

等処遇改善加算等に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様

式例の提示について（令和７年度分）」（令和７年２月７日老発 0２

０７第５号厚生労働省老健局長通知）を参照してください。 

 


